








circulation（頭脳還流）2” との関連で語られることが多い。かつて 1970 年
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を踏まえ、英国にとって “brain gain” である状況から、双方にとって有益に
なるような “brain exchange” となる政策を探るべきであると提言している。
Wong & Yip(1999) は教育産業を含む 2 部門重複世代モデルを用いて、“brain 
drain” と経済成長の関係を分析し、“brain drain” が結果的に送出し国の経
済成長を妨げる結果を招くことを導いているが、送出し国が積極的な教育政策












































加した。1980 年からの 10 年間で入国者総数に対する割合が増加しているの
は韓国 8 とフィリピンであった。表 1 は 1986 年以降 2005 年までの国籍別外
国人居住者数である。この表には出ていないが、時間差を伴いながらバングラ
デシュ、イランからも 1990 年に入って入国者数が増加した。当時、観光目的








2003 年末で 20 万人を超えていると推計されている（表２参照）。
表 1　日本における国籍別外国人登録者数
93日本の外国人労働者政策と高度技能移民を巡る議論への一視座








































察されている。ILO(2006) によれば、1970 年代、80 年代にはアジア諸国から
の移民は 90％が同地域以外に就労の場を求めていたが、1995 年から 2000 年










Moving toward a New Debate over Immigration of Skilled Labor in Japan
資格労働者（公的な試験合格者、あるいは何らかの認定資格保有者）における




























































Intra-C.transfer 4,739 23,637 7,294 9,785
Researcher,Specialist 
and Professional 18,335 - 2,533 8,152
Core HS total 23,074 23,637 9,827 17,973
Other Workers 106,794 46,130 5,681 17,123
Legal Workers 129,868 73,613 15,508 35,096
（出所）Iguchi(2002) pp.46
筆者注：Core HS は、Iguchi(2002) による熟練労働の分類で、Intra-C. transfer( 企業内転勤 )、Researcher, Specialist 
















and Professional 75,201 14,376
Core HS total 89,552 84,000
Other Workers 656,206 5,878 -





















れの国も 1990 年代以降に技術労働者の不足に直面しており、特に IT 関連企
業の人手不足感が高度技能移民を呼び込む政策を早急に整える必要があったか
らである。




をＩＴ関連企業が吸収し、当初年間 65,000 だった上限が 1990 年代を通じて
2 度引き上げられ 2001 年には 195,000 となったが、現在では元の水準に戻っ
ている。
　イギリスも 1990 年代後半から専門知識を有する技術者不足に直面したこと







緩和している。2002 年には 1000 件あまりだった HSMP 取得者が、2004 年
には 7000 件を超えるまでになった 12。
　ドイツでは、自国の IT 企業が自国民だけでは十分に技術者を雇用できない
という主張を受けて、2000 年に German Green Card（GGC）制度を導入し
た。EU 域外国の IT 専門家に対し、5 年の就労期間、認可枠 20,000 件でスター
トした。しかし、企業側の要請は 76,000 にも及んだために改正措置を迫られ
たものの実施には至らず、滞在期間延長措置で対応しているのが現状である。
また、米国の H1-B、イギリスの HSMP 制度がいずれも許容滞在期間終了後に
永住ビザへの申請を可能としたことに対し、ドイツはそれを認めていない点が
特徴である。GGC がスタートした 2000 年には 4,000 件あまりだった認可数
が 2001 年には 6,000 件（6,409 件）にのぼったものの、2002 年以降は 3,000
件に満たない水準で推移している。
　しかし、2000 年に移民問題検討のために設置された対ドイツ人口移動独立























1990 年代後半以降という比較的新しい現象である。第 1 節でも見たように、
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義として、主に科学・技術分野において高等教育を修めており、そのレベ
ル の 能 力 を通常求められる職に就いている労働者を指す（Uchida, 2006）。
“brain drain” に関しては、「頭脳流出」という表現が一般化しているが、“brain 
circulation” については一般的に使われている表現はまだなく、便宜上「頭脳還流」





日本経済新聞、2006 年 9 月 12 日。































アも同様のポイント制度を採用している。2003 年には最低獲得ポイントが 65 ポイ
ントになり、かつ 28 歳以下であればポイント加算が行われるなど、制度の緩和化
が進んだ。












Company によれば、受注金額ではインドがトップで、2005 年で 12.2 billion ド
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